
資料１－２

第２次和光市環境基本計画実行計画【改訂版】　実施状況調査

望ましい姿１　豊かな水と緑を守り育み伝えるまち

　　方針１（重点方針）　自然環境の保全

H28 H29 H30 R1 R2

1
　緑被率調査など
の緑地の現状の
把握

　緑被率調査とその結果
に基づく市内緑地の分析
を行い、緑被率の将来目
標を設定する。

緑被率調査とその結
果に基づく市内緑地の
分析や将来目標の設
定を行う。

〇 △ △ △ 〇

緑被率について調査はしていな
いが、緑地面積の推移を把握し、
計画の策定作業を行っている。
県が実施した緑被率のデータを
入手した。

概ね達成している

緑被率は５年毎に調査をして
いたが、算出方法により数値
が変わってしまうため、過年度
の数値や他の自治体の数値と
単純比較できない。また、県の
調査も定期的には行われな
い。

緑地の分析に当たっては、緑
地面積を用いるなどし、緑被率
に変わる目標値の設置も視野
に入れて検討を行う。

終了 公園みどり課

緑被率調査については、時系
列及び他の対象との比較に問
題有との事で、令和２年度で終
了とのことですが、緑の調査結
果の他所との比較は地球温暖
化に対応して、益々その重要
性を増しており、何か良い代替
指標の目途は立っています
か。

2

　補助金活用や基
金制度創設等、緑
地保全に向けた仕
組みづくりの推進

　緑地保全のための特定
財源等の確保に関する検
討を行い、緑地保全を推
進する。

緑地保全のための特
定財源確保に関する
研究を行う。

△ △ △ 〇 〇

市内ＮＰＯ団体と、緑地保全のた
めのトラスト制度についての打合
せを行い、「和光湧き水トラスト制
度」として当面の間はまちづくり寄
附金に積み立てを行うこととし
た。また、これについてHPで周知
を行った。

概ね達成している
現在の財源確保策ではなかな
か資金が集まらない。

現在見直し中のみどりの基本
計画に、トラスト制度などの有
効な財源確保策について位置
づける。

継続 公園みどり課

3
　貴重な動植物の
調査と市民への公
表

　市内にある貴重な動植
物を調査・保全し、その結
果を公表し、啓発に繋げ
る。

多くの市民が和光市の
貴重種について知って
いる状態にする。

◎ ◎ ◎ ◎ 〇

新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため市のイベントが中止と
なり、和光市自然環境マップを配
布する機会がなかった。

概ね達成している

和光市自然環境マップは問合
せが多く、市民に着実に浸透し
ている。啓発手段として非常に
有効であるため、今後もイベン
ト等を通じて周知を続ける。

貴重種の生息域の変化などを
注視して調査・保全を続ける。
市民への啓発について、和光
市自然環境マップの活用ととも
に、他の啓発に効果的なツー
ルについても検討していく。

継続 環境課

　緑地や湧水、河
川の保全と緑の回
廊の形成

　斜面林や湧水の保全、
埼玉県水辺再生事業など
を通じた河川の保全活動
を推進する。

川の国応援団等と協
力し、重要な緑地、湧
水、河川が保全された
状態にする。

〇 〇 〇 〇 〇

県の川の国応援団制度に基づく
保全活動へのゴミ回収等の協力
を行った。県と協力し、ボランティ
アと共に実施している荒川河川
敷不法投棄物一斉撤去は、新型
コロナウイルス感染拡大防止の
観点から中止となった。

概ね達成している

川の国応援団により定期的な
清掃が継続して進められてお
り、きれいな環境の維持がなさ
れているが、県の制度であり、
協定事項での協力は行ってい
るが、連携面に課題がある。

川の国応援団への協力を引き
続き継続するとともに、重要な
緑地、湧水、河川の状況を随
時把握していく。
荒川河川敷不法投棄物一斉
撤去は例年の参加団体に継続
していただけるよう連携を図っ
ていく。

継続 環境課（県）

　緑地や湧水、河
川の保全と緑の回
廊の形成

　斜面林や湧水の保全、
埼玉県水辺再生事業など
を通じた河川の保全活動
を推進する。

総合的な緑地保全の
あり方の検討・研究を
行う。

△ △ △ △ 〇
みどりの基本計画の見直しを行う
中で、緑地保全のあり方につい
て検討を行っている。

概ね達成している
緑地保全制度の周知PRと土
地所有者の緑地施策に対する
合意形成が必要となる。

現在見直し中のみどりの基本
計画で緑地保全のあり方や保
全すべき緑地を位置づける。

継続 公園みどり課

　民有地における
自然環境保全の
ための支援制度
の実施・拡大

　保全地区や保存樹木の
追加指定や同制度の拡
充について検討・実施す
る。

現行の保存樹木制度
を見直し、所有者もそ
うでない人も、保存樹
木制度について理解し
ていただく。

◎ ◎ ◎ ◎ △
県内の保存樹木制度の調査を
行った。

概ね達成している
支援制度の検討に当たって
は、土地所有者等の理解を得
ていくことが必要である。

令和３年度策定予定のみどり
の基本計画に沿って施策を推
進していく。

継続 環境課

　民有地における
自然環境保全の
ための支援制度
の実施・拡大

　保全地区や保存樹木の
追加指定や同制度の拡
充について検討・実施す
る。

保全地区や保存樹木
の追加指定や同制度
の拡充の検討を行う。

△ △ △ △ 〇

緑地保全地区、保存樹木共に追
加指定の案件がなかった。
県内の保存樹木制度の現状を調
査し、制度見直しのための情報
収集をした。

概ね達成している

補助事業制度の拡充は困難な
ため、拡充に変わる有効な保
全策の検討も必要。
また、地権者や樹木所有者の
理解も必要である。

現在見直し中のみどりの基本
計画で制度そのものの見直し
を行う。
また、地権者や樹木所有者の
理解を得られるよう努める。

継続 公園みどり課

　民有地にある斜
面林や湧水などの
市民参加による維
持管理

　市と環境団体との協働
による維持管理を推進す
る。

協働による維持管理を
推進し、美化サポー
ターの参加者を増や
す。

〇 〇 〇 〇 〇

大坂ふれあいの森やわくわく
パークにおいて、美化サポーター
制度に基づき維持管理の協力を
行った。

概ね達成している
維持管理をする美化サポー
ターの活動支援を継続して行
う必要がある。

今後も継続して取組を行う。 継続 環境課

　民有地にある斜
面林や湧水などの
市民参加による維
持管理

　市と環境団体との協働
による維持管理を推進す
る。

市と環境団体との協働
による維持管理の推
進及び拡充を行う。

◎ ◎ ◎ ◎ ◎

市民協働型管理によりふれあい
の森等の維持管理を行った。
また、新たに大坂ふれあいの森
でも協働型管理を導入した。
白子宿特別緑地保全地区の樹木
剪定も行った。

概ね達成している

新たな担い手不足の解消や目
指すべき緑地の姿を市民団体
と共有し、維持管理をする必要
がある。

現在見直し中のみどりの基本
計画で緑の担い手についての
課題や維持管理の手法につい
て検討する。

継続 公園みどり課

大坂ふれあいの森が、協働事
業のふれあいの森として管理
運営されるようになったことは
高く評価できます。今後もふれ
あいの森として利用することが
できる持続性が重要。隣接地
の緑地が宅地化されたことは
大変残念。隣接地を都市公園
化し、ふれあいの森と一体と
なった素晴らしい公園にする機
会が失われた。

　湧水地周辺の自
然環境の一体的
な保全と周辺自治
体との連携

　埼玉県や周辺自治体と
の連携を図りながら、湧
水地等の所有者と話し合
いを行い、自然環境の一
体的な保全を行う。

自然環境の一体的な
保全を継続して行う。

〇 〇 〇 〇 〇
和光市自然環境マップや国・県
の湧水地ポータルサイトによる周
知を行っている。

概ね達成している
周辺自治体との情報の共有等
を図り、連携を深めていく。

県や周辺自治体と情報を共有
しながら、湧水地周辺の自然
環境の一体的な保全を行って
いく。

継続 環境課

　湧水地周辺の自
然環境の一体的
な保全と周辺自治
体との連携

　埼玉県や周辺自治体と
の連携を図りながら、湧
水地等の所有者と話し合
いを行い、自然環境の一
体的な保全を行う。

湧水地・斜面林の所有
者との具体的な話し合
いを行い一体的な保
全を行う。

〇 〇 〇 〇 ◎

午王山斜面林の一部で新たに市
民緑地契約し、ふれあいの森を
拡充した。また、保全地区に指定
されていた部分を公有地化した。

概ね達成している

緑地保全制度の周知PRと土
地所有者の緑地施策に対する
合意形成や財源の確保が必
要。

土地所有者に緑地施策を理解
していただけるよう努める。

継続 公園みどり課

番
号

基本計画・施策 実行計画内容 令和2年度の目標 令和2年度の取組内容
令和2年度までの

目標に対する達成度
課題・問題点 今後の方向性 施策の継続 担当課 市民会議会員からの意見等
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取組状況

過去の取組状況

1



　生物の多様性や
その生態系を重視
した自然（湧水を
含む）の保全

　和光市緑地保全計画に
基づき、環境保全施策を
実施する。

生物の多様性やその
生態系を重視した自然
が保全されている状態
にする。

〇 〇 〇 〇 〇

市民団体と共催で、和光樹林公
園の植生調査勉強会を開催し
た。
その他、特定外来生物であるアラ
イグマの防除を行った。

概ね達成している

生物多様性や生態系の保全
は、開発の進行や外来生物の
増加の影響もあり、容易では
ないが、情報収集を行いなが
ら生物多様性の保全に関する
取組について検討していく必
要がある。

市の生物多様性やその生態系
の現状把握を進め、保全につ
なげていく。

継続 環境課

　生物の多様性や
その生態系を重視
した自然（湧水を
含む）の保全

　和光市緑地保全計画に
基づき、環境保全施策を
実施する。

和光市緑地保全計画
に基づく環境保全施策
を実施する。

〇 〇 〇 〇 〇
緑地保全計画に基づき各種保全
施策を実施した。

概ね達成している
財源確保や調査の実施、民有
地の緑地保全が困難である。

現在見直し中のみどりの基本
計画の中に緑地保全計画を盛
り込み、より効果的で実効性
のある施策を実施できるよう検
討を行う。

継続 公園みどり課

※取組状況 ： ◎よく取り組めた　　〇まずまず取り組めた　　△あまり取り組めなかった　　×全く取り組めなかった
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望ましい姿１　豊かな水と緑を守り育み伝えるまち

　　方針２　都市・自然・歴史文化の共存

H28 H29 H30 R1 R2

9
　計画的な生産緑
地の追加指定

　生産緑地の追加指定を
計画的に行う。

生産緑地面積を44ha
にする。

△ 〇 〇 〇 〇

R1年度に「和光市生産緑地地区
の区域の規模に関する条件を定
める条例」を定め、面積要件を
300㎡に引き下げたこともあり、新
たに2，180㎡の農地が生産緑地
として追加指定された。

達成していない

追加指定される面積より、農業
従事者の死亡や故障等により
解除される面積の方が多く、減
少している。

面積要件が緩和されたことの
周知を続け、基準に合致する
ものについては追加指定を進
めていく。

継続 公園みどり課

10
　環境保全型農業
の促進

　景観作物の栽培や畑の
縁辺部植栽及び低農薬・
有機農業の促進を図る。

現状の景観作物の植
栽を継続する。
特別栽培農産物の認
証数を50％増加させ
る。

◎ ◎ 〇 ◎ 〇

特別栽培農産物の認定に向け
て、農業者及び農業者団体への
申請等に係る支援を行った。
アグリパークにおいて、農業者団
体の協力を得て、景観作物の球
根3,800球を植栽した。

概ね達成している

農業における生産工程を一定
の基準で記録、管理すること
で、残留農薬基準や微生物汚
染等の農リスクを低減させるＳ
－ＧＡＰ（埼玉県農業生産安全
確認運動）の取得に取り組む
必要がある。

特別栽培農産物認証制度とと
もに、S-GAP制度の取得につ
いても農業者への働きかけを
行い、消費者へも制度周知を
行う。

継続 産業支援課

11
　農産物の地産地
消の推進

　学校給食への市内産農
産物供給や木曜市を開
催する。

学校給食への市内産
農産物の利用率を
32％とする。
市民が地場農産物を
入手できる機会を拡充
する。

◎ ◎ ◎ 〇 △

農業者の協力を得て、18品目の
市内産農産物を学校給食へ提供
した。
木曜市を年間17回、軽トラ市を年
間12回開催したほか、年間を通じ
てアクシスや牛房コミュティセン
ターにおいて採れたて野菜まち
かど販売所を実施した。

概ね達成している
採れたて野菜まちかど販売所
の増設が進んでいない。

引き続き学校給食への市内農
産物の提供、軽トラ市、採れた
て野菜まちかど販売所を継続
的に実施し、販売所の増設の
可能性を検討するなど「わこ産
わこ消」を進める。

継続 産業支援課

12
　市民農園・体験
型農園・学校農園
の利用促進

　市民農園・体験型農園
の利用促進とアグリパー
クを活用した農業体験事
業を実施する。

市民農園利用率を
100％にする。
農業体験事業の参加
者数を10％増加させ
る。

◎ ◎ ◎ ◎ △

市民農園は425区画すべてが利
用され、利用率は100％である。
農業体験センターで実施する農
体験事業に延べ287人が参加し
た。

概ね達成している

コロナ過においては、人が集ま
り密になる状況を招く事業でき
ず、事業自体の開催回数が
減ってしまっている。

今後の社会状況を見極めなが
ら、コロナ過においても参加で
きる事業を企画し開催してい
く。

継続 産業支援課

13
　旧冨岡家住宅等
の文化財の維持
管理

　所有者との協議を実施
し、維持管理を行う。

市指定文化財件数を
増やす。

◎ ◎ ◎ ◎ 〇

旧冨岡家住宅の維持管理（管理
運営・各種修繕・植栽剪定等）を
行った。
文化財指定に向けた基礎調査
（富士塚調査等）を行った。

概ね達成している
指定文化財候補の基礎調査に
時間を要している。

指定文化財の維持管理、保全
を進める。

継続 生涯学習課

14
　文化財保全のた
めの組織・人材育
成の支援

　文化財保全のために必
要な組織づくり及び人材
育成への支援を行う。

古民家愛好会や民俗
芸能保存会の会員を
増やす。

〇 ◎ 〇 〇 〇

新倉ふるさと民家園の管理運営
を協働している和光市古民家愛
好会と毎月連絡調整会議を行う
など定期的に意見交換を重ね
た。
市内の無形民俗文化財保存団体
に対し、補助金を交付し活動の支
援を行った。

概ね達成している
無形民俗文化財保存団体の
会員数の維持等が課題となっ
ている。

新型コロナウイルスの感染流
行が収束した後、会員数を増
加するための支援として体験
講座等を共催で開催する。

継続 生涯学習課

15

　伝統行事や郷土
芸能などの発掘・
保存の援助、伝承
機会の拡充

　市民団体との協働によ
り伝統行事や郷土芸能な
どの発掘・保存の援助を
行うとともに、伝承機会の
拡充を図る。

保存会の会員数を増
やす。

〇 〇 〇 〇 〇

無形民俗文化財の保存団体につ
いては、上記のとおり補助金を交
付して活動を支援した。なお、新
型コロナウイルスの影響により、
当初予定していた講座の開催等
を見送ることとなった。

概ね達成している

無形民俗文化財を維持してい
くため、会を支える保存会員を
募集する機会の確保等が課題
である。

今後、会員数の増加を目指
し、市民体験講座等を共催し
て行う。

継続 生涯学習課

16

　開発事業におけ
る自然環境配慮の
推進と環境配慮指
針の導入

　まちづくり条例対象事業
における自然環境への配
慮の周知徹底を行う。

まちづくり条例対象事
業における事前協議
の際は、必ず自然環
境へ配慮することに同
意させる。

〇 〇 〇 〇 〇
まちづくり条例で自然環境への配
慮を規定しており、開発事業の際
の遵守事項としている。

概ね達成している

まちづくり条例による自然環境
への配慮については、任意性
が強く、開発への抑止力に乏
しい面がある.。

 環境配慮指針の導入につい
て検討していく。

継続 環境課

　環境・景観に配
慮した公共施設の
整備

　環境・景観に配慮した公
共施設整備を行う。

環境・景観に配慮した
公共施設の整備が行
われている。

〇 〇 〇 〇 〇

令和２年度に朝霞市・和光市ご
み処理広域化協議会において
「ごみ処理広域化基本構想」が策
定され、基本構想の中で令和10
年度にごみ広域処理施設の供用
開始がされることが記されるとと
もに、新たに建設されるごみ処理
施設は温室効果ガスの排出量削
減と持続可能な循環型社会に貢
献できる「熱回収施設」とすること
が明記された。

概ね達成している

新たに整備される予定のごみ
広域処理施設においての余熱
利用形態は発電及び温水等
の場内利用を優先検討してし
ている。今後施設運営費の削
減が期待できる電力会社への
売電等も検討する必要がある
が、場外での余熱利用を行う
場合には、定期的な補修や、
設備のトラブルによる稼働停
止を想定し、バックアップ用の
熱源を確保しておく必要があ
る。

朝霞和光資源循環組合におい
て令和10年度のごみ広域処理
施設の供用開始に向け、施設
整備のために必要な各種調
査、用地取得、建設工事等を
実施していく。

継続
関係課

（環境課）

　環境・景観に配
慮した公共施設の
整備

　環境・景観に配慮した公
共施設整備を行う。

環境・景観に配慮した
公共施設の整備が行
われている。

〇 〇 〇 ◎ 〇
館内に広報ポスターを掲示すると
ともに、空調設備の適正温度使
用に務めた。

概ね達成している
設備の老朽化が進む中で、環
境に配慮した設備の導入が難
しい。

敷地内での緑化に努めていき
たい。

継続
関係課

（産業支援
課）

担当課 市民会議会員からの意見等
番
号

基本計画・施策 実行計画内容 令和2年度の目標 令和2年度の取組内容
令和2年度までの

目標に対する達成度
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取組状況

過去の取組状況
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　環境・景観に配
慮した公共施設の
整備

　環境・景観に配慮した公
共施設整備を行う。

環境・景観に配慮した
公共施設の整備が行
われている。

〇 〇 〇 〇 〇 植栽の管理。 概ね達成している
高木剪定の場合は費用が掛
かる。

各施設の植栽について把握
し、管理方法を検討していく。

継続
関係課

（市民活動推
進課）

　環境・景観に配
慮した公共施設の
整備

　環境・景観に配慮した公
共施設整備を行う。

環境・景観に配慮した
公共施設の整備が行
われている。

〇 〇

和光市広沢複合施設整備・運営
事業の推進。
・既存樹木の保存
・太陽光発電の設置
・プール用水の飲料水利用など

概ね達成している なし 令和3年度に竣工予定。 継続
関係課

（資産戦略
課）

　環境・景観に配
慮した公共施設の
整備

　環境・景観に配慮した公
共施設整備を行う。

環境・景観に配慮した
公共施設の整備が行
われている。

〇 〇 〇 〇 〇
国史跡の管理が新たに増えたた
め、除草管理等維持管理を行っ
た。

概ね達成している

国指定史跡の管理地の増加
が見込まれるため、その管理
地の維持管理を適切に行って
いく必要がある。

全体の史跡公園予定地を段階
的に整備し、一般開放を目指
す。

継続
関係課

（生涯学習
課）

　環境・景観に配
慮した公共施設の
整備

　環境・景観に配慮した公
共施設整備を行う。

環境・景観に配慮した
公共施設の整備が行
われている。

〇 〇 〇 〇 〇
景観の保全のため、植栽の剪定
及び除草業務等を適切に実施し
た。

概ね達成している

製品を購入する際に安価なも
のを選択するため、環境に配
慮した製品を選択することが困
難である。

環境に配慮した製品について
情報収集を行う。

継続
関係課

（総務人権
課）

　土地区画整理事
業の面的整備に
おける環境配慮の
推進

　土地区画整理事業の面
的整備については、環境
に配慮し実施する。

まちづくり条例対象事
業における事前協議
の際は、必ず自然環
境へ配慮することに同
意させる。

〇 〇 〇 〇 〇

まちづくり条例で自然環境への配
慮を規定しており、土地区画整理
事業施行中の区域内においての
開発事業の際の遵守事項として
いる。

概ね達成している

まちづくり条例による自然環境
への配慮については、任意性
が強く、開発への抑止力に乏
しい面がある.。

今後もまちづくり条例の運用を
行っていく。

継続 環境課

　土地区画整理事
業の面的整備に
おける環境配慮の
推進

　土地区画整理事業の面
的整備については、環境
に配慮し実施する。

土地区画整理事業の
面的整備における環
境配慮の推進を行う。

◎ 〇 〇 〇 〇
現在施行中である２つの土地区
画整理事業では、環境に配慮し
た面整備を実施している。

概ね達成している

今後も環境に配慮した面整備
を行う。また整備予定のある白
子三丁目中央地区の公園につ
いて、環境に配慮した計画とな
るように検討を進める。

現在検討中の和光北インター
東部地区の土地区画整理事
業についても、面的整備にお
ける環境配慮の推進を行う。

継続 都市整備課

　土地区画整理事
業の面的整備に
おける環境配慮の
推進

　土地区画整理事業の面
的整備については、環境
に配慮し実施する。

駅前広場や歩道、公
園などの公共施設の
整備率を100％にす
る。

〇 ◎ 〇 〇 〇

外環を挟んだ地区西側におい
て、令和元年度からの繰越明許
費となった区画道路12－1号線の
雨水管新設工事に引き続き、歩
道を含めた道路築造や上下水道
やガスの整備を行った。
地区東側においては、区画道路
4.8－2号線の道路築造及びガス
の整備を行った。

達成していない

工事や建物等の移転の進捗を
促進するためには、引き続き
権利者との合意形成を図るこ
とが必要である。

これまでの個別移転に加え集
団移転方法も併用することに
より、複数の建物を同時に移
転し、工事範囲を広げ効率的
に事業を進め早期完成に向け
取り組む。

継続
駅北口土地区
画整理事務所

　公共施設でのビ
オトープの設置・
維持管理

　公共施設に設置された
ビオトープの維持管理及
び啓発事業を実施する。

公共施設に設置された
ビオトープが適切に維
持管理され、啓発事業
が実施されている。

〇 〇 〇 〇 〇

アグリパークのビオトープについ
て行政の日常的な管理と市民の
協力による整備により適切な環
境維持が行われた。

達成している
現存のビオトープの維持管理
は継続となるが、維持管理の
コストが大きく、新設は難しい。

今後はビオトープに限らず子ど
もたちが自然と触れ合える場
を検討したい。

終了 環境課

　公共施設でのビ
オトープの設置・
維持管理

　公共施設に設置された
ビオトープの維持管理及
び啓発事業を実施する。

ビオトープ講座への参
加者数を10％増加さ
せる。

◎ ◎ 〇 ◎ 〇

ビオトープ管理士を招聘し、アグ
リパーク農業体験センターのビオ
トープで、生き物観察等を行っ
た。

概ね達成している

ビオトープを活用した水辺の生
き物に関する啓発事業の内容
を充実させ、参加者の増加を
図る。

ビオトープを活用した水辺の生
き物に関する啓発事業の内容
を充実させ、参加者の増加を
図る。

終了 産業支援課

20
　水辺で親しめる
河川空間の整備

　越戸川・白子川におけ
る水辺再生空間の維持
管理を行う。

越戸川・白子川におけ
る水辺再生空間が適
切に管理され、市民が
川に親しめる状態にす
る。

◎ ◎ ◎ ◎ ◎

川の国応援団制度に基づく保全
活動へのゴミ回収等の協力を
行った。
また、河川の白濁等の通報に対
し、必要に応じて県と連携し、早
急に現場確認等を行った。

概ね達成している
川の国応援団の適切な管理に
より、良い水環境が保たれて
いる。

川の国応援団への協力は引き
続き継続する。また、市民団体
の自主的な活動について、市
民への情報提供等にも協力し
ていく。

継続 環境課(県)
わくわくパークは、使いにくく、
利用しにくい。維持管理方法の
改善を要す。

※取組状況 ： ◎よく取り組めた　　〇まずまず取り組めた　　△あまり取り組めなかった　　×全く取り組めなかった

17

18

19
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望ましい姿１　豊かな水と緑を守り育み伝えるまち

　　方針３　美しい景観の保全と育成

H28 H29 H30 R1 R2

21
　景観条例、景観
計画に基づく良好
な景観の形成

　景観条例・景観計画に
基づく啓発指導及び景観
重要建造物・景観重要樹
木の指定を行う。

市景観計画に基づく景
観重要建造物の指定
件数を2件とするととも
に景観重要樹木の指
定本数を1本とする。

〇 〇 〇 〇 〇
市景観計画に基づく景観重要建
造物の指定件数を2件とし景観重
要樹木の指定本数を1本とした。

達成している
景観重要建造物や景観重要
樹木の指定や今後の支援活
動について、検討中である。

景観啓発活動として、市民や
NPO法人等によるボランティア
活動に対する支援を時代に応
じた体制で継続的に実施す
る。

継続 都市整備課

22

　ポイ捨て・路上喫
煙防止条例に基
づく美化活動の促
進

　市が委嘱した美化推進
員による美化推進地域の
清掃活動を促進する。

美化推進地域におい
て、美化推進員による
清掃活動、及びポイ捨
て防止街頭啓発キャン
ペーンを実施し、ポイ
捨てごみの回収量を
794.6kgまで減らす。

◎ ◎ ◎ ◎ ◎

和光市駅周辺の美化推進地域に
おいて、6名の美化推進員による
清掃活動をのべ414回実施し、
464ｋｇのごみを回収するととも
に、広報への特集記事の掲載等
のほか、ポイ捨て・路上喫煙防止
キャンペーンを1回実施し、啓発
を行った。また、15件の路上喫煙
を指導した。

達成している

美化推進員が会計年度任用
職員としての任用に変更となっ
たため、対応した勤務体制を
整える。

今後も引き続き美化活動を継
続していく。路上喫煙の防止の
呼びかけをキャンペーン等を
通して積極的に行っていく。

継続 環境課

　良好な環境を形
成するための適正
な土地利用に向け
た市民・事業者へ
の指導

　土地利用に関して法令
による指導を行い、周知・
徹底を行う。

法令を遵守した土地利
用が行われている。

〇 〇 〇 〇 〇

水道道路沿いの残土事業者に対
し、残土の量が多くなった際に市
職員が残土条例に基づく指導を
行った。

概ね達成している

水道道路沿いにある、残土条
例に該当する事業者は法令に
よる指導ができるが、資材置き
場や産廃業者に対する有効な
規制法令がない。

危険な残土や資材置き場につ
いて、周辺住民へ安全性を脅
かしたり、作業による騒音振動
等の被害がでないよう事業者
に求めていく。

継続 環境課

　良好な環境を形
成するための適正
な土地利用に向け
た市民・事業者へ
の指導

　土地利用に関して法令
による指導を行い、周知・
徹底を行う。

土地利用に関する法
令の指導徹底を行う。

〇 〇 〇 〇 〇

平成２２年から市全域を対象に、
大規模建築物の新築・増改築及
び大規模開発等を届出対象とし、
景観形成基準への適合確認や周
知を行っています。さらに、土地
区画整理事業地区においては、
地区計画の届出により土地利用
の適正化を確認しています。

達成している
景観計画や地区計画を、さら
に市民・事業者に周知していく
ことが課題である。

景観形成基準の定期的な見直
しによって、景観計画や地区計
画の時点修正を行い、指導活
動を継続的に実施する。

継続 都市整備課

　良好な環境を形
成するための適正
な土地利用に向け
た市民・事業者へ
の指導

　土地利用に関して法令
による指導を行い、周知・
徹底を行う。

農地法に基づく農地転
用の審査を適正に行
い、違反転用の発生を
抑制する。
農用地の内、担い手が
利用に占める面積を
40％とする。

◎ ◎ ◎ ◎ ◎

違反転用の改善を行うことに併
せ、違反転用の発生抑制に向け
た周知に努めた。
農地所有者及び借り受け希望者
に働きかけ、新たな農用地利用
集積計画を策定した。

達成している

農地法違反者については度々
指導しているが改善が図られ
ない状況が続いている。自ら
耕作を行うことが難しく、今後
遊休化になる恐れのある農地
について、利用集積が進んで
いない。

今後においても農地法に基づ
く、農地転用に係る審査を適正
に行う。
農地利用の最適化に向けて、
農業者への働きかけや制度周
知により、農用地利用集積計
画の策定を促進する。

継続 農業委員会

　花や緑のあふれ
る空間づくりの推
進

　ふれあいの森など市民
緑地制度による指定地の
拡大及び指定地の整備
のサポートを行う。

市民緑地制度による
指定地の整備をサ
ポートし、適切に管理
された状態にする。

◎ ◎ ◎ ◎ ◎
大坂ふれあいの森において、美
化サポーター制度に基づく役割
分担としてゴミの回収を行った。

概ね達成している

美化サポーターについては、
公園サポーター制度の整備に
より、以前よりも美化サポー
ターとして登録ができる活動範
囲が狭まっており、今後緑地
保全への関わり方の観点も含
めて制度を見直していく必要
がある。

今後も継続して取組を行う。美
化サポーター制度見直しの検
討を進める。

継続 環境課

　花や緑のあふれ
る空間づくりの推
進

　ふれあいの森など市民
緑地制度による指定地の
拡大及び指定地の整備
のサポートを行う。

ふれあいの森など市
民緑地制度による指
定地の拡大及び指定
地の整備のサポートを
行う。

△ △ △ △ ◎
午王山斜面林の一部で新たに市
民緑地契約し、ふれあいの森が
拡充された。

概ね達成している
土地所有者との間に市民緑地
制度に関する合意形成が必要
である。

引き続き土地所有者に緑地保
全施策及び市民緑地制度につ
いて、理解していただけるよう
に努める。

継続 公園みどり課

25
　屋上緑化、壁面
緑化の促進

　まちづくり条例の規定を
活用した屋上緑化・壁面
緑化への働きかけを行
う。

まちづくり条例施行規
則で壁面緑化につい
ても緑地の対象となる
よう調査・検討を行う。

〇 〇 〇 〇 〇

開発の相談時に屋上緑化につい
ても案内している。
R2年度はまちづくり条例で規定
する屋上緑化の案件はなかっ

達成していない

屋上・壁面緑化は、地上部の
緑化に比べて維持管理が難し
く、永続的な緑地としての脆弱
性を抱える。

まちづくり条例以外で既存住
宅に対しての施策を検討して
いく。

継続 公園みどり課

※取組状況 ： ◎よく取り組めた　　〇まずまず取り組めた　　△あまり取り組めなかった　　×全く取り組めなかった
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24
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取組状況

過去の取組状況

5



望ましい姿２　安全で住みよい環境を未来につなぐまち

　　方針１（重点方針）　地球温暖化対策の推進

H28 H29 H30 R1 R2

26
　地球温暖化対策
実行計画（区域施
策編）の実行

　地球温暖化対策実行計
画(区域施策編)に基づき
各種施策を実施する。

市民一人当たりの二
酸化炭素排出量を
2009年度比で25％削
減する。

◎ ◎ ◎ 〇 〇

地球温暖化対策実行計画（区域
施策編）【改訂版】に基づき各種
施策を実施した。
また、広報に特集記事を掲載し
啓発を行った。

概ね達成している

同計画に基づき、温暖化対策
関連の啓発事業や都市緑化
の推進等を行う。市の二酸化
炭素排出量の目標達成に向け
て取り組みを継続していく必要
がある。

今後も市民への啓発を続け
る。

継続 環境課

27
　地球温暖化防止
実行計画の推進

　地球温暖化対策実行計
画（事務事業編）を策定
し、計画に基づく施策を実
行する。

第三次和光市地球温
暖化防止実行計画の
計画期間の中におい
て、市庁舎について
は、目標を大きく上回
る削減量を達成した。
ついては、第四次和光
市地球温暖化防止実
行計画において、市庁
舎以外の市有施設に
ついて、重点的に温室
効果ガスの削減のた
めの取り組みを実施す
ることとする。具体的に
は、平成27年度比で
5％の削減を達成する
ことを目標とする。

〇 〇 〇 〇 〇

第四次和光市地球温暖化防止実
行計画を基に、市有施設に対し
温室効果ガスを削減するための
取組を呼びかけた。具体的には、
パソコンの消費電力を削減する
ため画面の明るさ調整を行った。
また、コピー用紙の使用量を削減
するため自動車運転日報の様式
変更を行った。

達成していない

　第四次和光市地球温暖化防
止実行計画の令和元年度の
目標値について市庁舎は約
22％上回る排出量となった。ま
た、出先機関を含めた排出量
は約67％上回っていた。市庁
舎の結果については契約して
いる電力会社の排出係数等に
より数値が変動するため排出
量は増加しているが、取組自
体は実行できている。また、出
先機関の結果のうち清掃セン
ターのごみ処理に伴う地球温
暖化ガスの排出量が多く、人
口も増加傾向にあることから、
削減は困難であると思われ
る。
　現在、総務人権課が出先機
関を含めた施設から排出され
る温室効果ガスの調査、報告
及び是正を実施している。総
務人権課は市庁舎の管理をす
るのは当然であるが、出先機
関の取組に関与することは適
切でないと思われる。ついては
市有施設全体の地球温暖化
防止対策及び調査等は環境
担当部署が実施し全体を把握
することが望ましいと考える。

省エネルギー製品の導入等、
ハードウェアの見直しも検討し
ていく必要があると考える。

継続 総務人権課

28
　地球温暖化防止
に関する講座や体
験イベントの開催

　温暖化防止講習会や相
談会を開催するとともに、
出前講座による普及・啓
発を図る。

環境講座等の参加者
数を150名にする。

◎ ◎ ◎ ◎ ×
新型コロナウイルス感染拡大に
より、講座等が実施できなかっ
た。

概ね達成している

気候変動の影響による災害が
深刻なものとなる中、地球温暖
化の啓発を積極的に行うこと
が求められている。

地球温暖化防止に関する意識
啓発を高めていくための方策
を検討していく。

終了 環境課

29
　新エネルギーと
省エネルギー製品
の普及促進

　太陽光発電及び省エネ
ルギー機器補助制度の
推進及び省エネルギー講
座の開催による啓発を行
う。

太陽光発電買取契約
件数を1,270件、省エネ
ルギー機器設置補助
件数を230件にする。

◎ ◎ 〇 〇 △
県の住宅用省エネ設備導入支援
事業補助制度を市のホームペー
ジで紹介している。

達成していない

太陽光を始めとする再生可能
エネルギーや省エネルギー機
器の普及促進は啓発に重点を
置き行っている状況だが、現
在も補助制度について市民か
ら問合せがある。

家庭・事業所における再生可
能エネルギーの導入支援や省
エネルギー設備などの普及を
図る。

終了 環境課

30
　環境家計簿の配
付

　省エネチェックブックを
配付し、その結果をもと
に、省エネコンテストを開
催する。

省エネチェックブックの
回収率を95％にする。

◎ ◎ ◎ ◎ △

市内の小学校４年生を対象に「和
光市省エネルギーチェックブック
（簡易版）」を配布して省エネル
ギーや地球温暖化対策に係る意
識啓発を行った。（夏休みが短縮
されたため、簡易版の配布とし
た。）

概ね達成している

子どもへの環境啓発にとどま
らず、保護者等を含め、家庭で
の省エネ行動の契機となって
いる。

日常生活の行動の可視化によ
る省エネ行動を促進していく。

終了 環境課

31
地域制緑地への
指定による保全

　和光市緑地保全計画に
基づく環境保全施策を実
施する。

和光市緑地保全計画
に基づく環境保全施策
の実施を行う

◎ ◎ ◎ 〇 ◎
午王山斜面林の一部で新たに市
民緑地契約し、ふれあいの森を
拡充した。

達成している

今後も、緑地保全のため、社
会資本整備総合交付金等の
補助金を活用して緑地の公有
地化を図る。

現在見直し中のみどりの基本
計画の中に緑地保全計画を盛
り込み、より効果的で実効性
のある施策を実施できるよう検
討を行う。

終了 公園みどり課

※取組状況 ： ◎よく取り組めた　　〇まずまず取り組めた　　△あまり取り組めなかった　　×全く取り組めなかった

今後の方向性 施策の継続 担当課 市民会議会員からの意見等
番
号

基本計画・施策 実行計画内容 令和2年度の目標 令和2年度の取組内容
令和2年度までの

目標に対する達成度
課題・問題点

取組状況

過去の取組状況
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望ましい姿２　安全で住みよい環境を未来につなぐまち

　　方針２　循環型社会の形成

H28 H29 H30 R1 R2

32
ごみ処理基本計

画の推進

　第五次一般廃棄物処理
基本計画に基づき、ごみ
減量化目標などを達成す
るための取組を実施す
る。

計画目標達成や見直
しに向け、施策を立案
していく必要がある。

〇 〇 〇 〇 〇
環境に配慮した循環型社会の形
成を目指し、一般廃棄物の適正
処理を行った。

概ね達成している
計画目標達成や見直しに向
け、施策を立案していく必要が
ある。

第五次一般廃棄物処理基本
計画が令和４年度までの計画
であるため、令和３年度から令
和４年度の２カ年にかけて、令
和５年度以降の計画である「第
６次一般廃棄物処理基本計画
を策定する必要がある。

継続 環境課

33
生ごみ・落ち葉の

堆肥化の促進

　ホームページ等を活用
し、堆肥化に関しての情
報提供を行う。

今後も再開する予定は
ない。

× × × × ×

落ち葉の堆肥化施設について
は、震災に伴う放射性物質の残
留問題により長期間事業を中断
しており、今後も再開する予定は
ない。

途中で事業を取りやめた
長期間の中断のため堆肥化施
設の傷みがひどく、再開の目
途がたたない。

ごみ広域処理施設建設予定地
であり。今後土壌等の調査が
計画されていることから終了と
する。

終了 環境課

34
ごみ減量・分別に
関する普及・啓発

　広報・ホームページを活
用したごみ減量や分別に
関しての啓発を行う。

市民に対して、わかり
やすく和光市のごみの
分別方法等の情報提
供をしていく。

〇 〇 〇 〇 〇
広報・ホームページ、ごみ分別パ
ンフレット等により、市民にごみ減
量や分別の啓発を行った。

概ね達成している

市内への転入者や外国人に対
して、わかりやすい和光市のご
み分別方法等や外国語版の
分別方法を情報提供していくこ
とが重要である。

わかりやすく和光市のごみの
分別方法等をホームページや
広報等で情報提供していく。

継続 環境課

35
資源の再利用に
関する普及・啓発

　リユースの啓発を行う。

リサイクル展示場の運
営やごみ分別パンフ
レット等を通じて、再利
用の普及や啓発を
図っていく。

〇 〇 〇 〇 〇
リサイクル展示場を開場し、希望
者に展示品の提供を行った

概ね達成している
再利用の普及や啓発を図るこ
とが必要である。

広報等を通じて再利用の普及
や啓発を図る。

継続 環境課

36
農業廃棄物の再
資源化の推進

　農業用廃プラスチックの
適正処理を推進する。

年間2回以上事業を実
施し、3,000kg程度廃プ
ラスチックの収集処理
を行う。

◎ ◎ 〇 ◎ ◎

農業用廃プラスチック収集処理
事業を2回実施し、延べ44件の農
業者から4,080kgの廃プラスチッ
クを収集処理した。

達成している

農家からは、塩化ビニール製
のものの回収や、収集回数を
さらに増やしてもらいたい旨の
要望がある。

収集処理事業を定期的に実施
し、農業者が廃プラスチックを
保管する負担を軽減を図るとと
もに再資源化を進める。

継続 産業支援課

37
　マイバッグ運動
や簡易包装の推
進

　マイバッグ運動や簡易
包装の啓発を行う。

市内でもレジ袋有料化
や削減の取組みを自
主的行っている店舗等
が増えていることか
ら、ＰＲしていく必要が
ある。

△ △ △ △ 〇

法令の改正により７月１日から小
売店に対しレジ袋の有料化が義
務付けられた。また広報７月号に
よりレジ袋有料化について周知を
おこなった。

概ね達成している
引き続きマイバックの推進や
簡易包装の推進などの啓発を
行う。

引き続きマイバックの推進や
簡易包装の推進などの啓発を
行う。

終了 環境課

38
　一般廃棄物焼却
施設の整備

　一般廃棄物焼却施設の
今後の方向性について検
討を行う。

設備機器等の基幹的
な更新を実施するとと
もに、広域的な廃棄物
処理体制の枠組みの
確立、もしくは施設の
新設計画を策定する。

△ △ △ 〇 〇

朝霞市・和光市ご処理広域化協
議会により５月にごみ処理基本
構想が策定され、基本構想の中
で朝霞市とのごみ広域処理施設
による一般廃棄物処理施設の今
後の方向性が示された。

概ね達成している

朝霞・和光資源循環組合にお
いて、令和10年度のごみ広域
処理施設の整備に向け、各種
調査、用地取得、建設工事を
実施していく。

朝霞・和光資源循環組合にお
いて、令和10年度のごみ広域
処理施設の整備に向け、各種
調査、用地取得、建設工事を
実施していく。

継続 環境課

39
　最終処分場の計
画的確保

　候補地の検討を行う。 候補地の検討。 〇 〇 〇 〇 〇
焼却灰、ばいじんの安定的な搬
出先となる処分場を確保できて
いる。

概ね達成している
施設の故障や災害廃棄物など
突発的な事態に備えた処分場
が必要である。

施設の故障や災害廃棄物など
突発的な事態に備えた処分場
を確保するため、他の委託先
の確保についても検討していく
必要がある。

終了 環境課

40
　ごみの集積場で
の散乱防止対策
の指導

　自治会等への周知啓発
及び集積場設置時の啓
発指導を行う。

ごみ集積所の散乱防
止対策の検討を行なう
必要がある。

〇 〇 〇 〇 〇

ごみ集積所が散乱していると市
民から連絡のあったごみ集積所
に看板の設置を行ったり、集積所
を利用しているアパート等に啓発
文書やごみ分別パンフレットの配
布を行った。

概ね達成している
ごみ当番や管理人がいないご
み集積所ではごみの散乱が多
い。

ごみ当番や管理人がいないご
み集積所の散乱防止の検討を
行う必要がある。

継続 環境課

41
　不法投棄対策の
推進

　監視・啓発活動につい
て検討し、継続した取組
を実施する。

不法投棄多発場所に
警告看板の設置など
効果的な不法投棄抑
止対策を検討してい
く。

〇 〇 〇 〇 〇
不法投棄多発場所に警告看板の
設置を行った。

概ね達成している
通りがかりで不法投棄が行わ
れることが多くみられる。

効果的な不法投棄対策を検討
していく必要がある。

継続 環境課（県）

42
フロン類の適正処
理に関する啓発

　フロン類の適正処理に
関して継続した啓発を行
う。

フロン類の適正処理に
関して、広報掲載など
必要に応じて啓発を行
う。

△ △ △ △ △
平成２７年４月に施行されたフロ
ン排出抑制法の概要について、
引続き情報収集を行った。

概ね達成している
フロン類について、温室効果ガ
スとして動向を注視していく必
要がある。

フロンの使用されている機器を
所有する事業者に対して、適
切に維持管理及び破棄を行っ
てもらうよう周知を行っていく。
新たな情報があれば、ホーム
ページ等で適宜情報提供を
行っていく。

終了 環境課（県）

※取組状況 ： ◎よく取り組めた　　〇まずまず取り組めた　　△あまり取り組めなかった　　×全く取り組めなかった

番
号

基本計画・施策 実行計画内容 令和2年度の目標 令和2年度の取組内容
令和2年度までの

目標に対する達成度
課題・問題点 今後の方向性 施策の継続 担当課 市民会議会員からの意見等過去の取組状況

取組状況
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望ましい姿２　安全で住みよい環境を未来につなぐまち

　　方針３　住みやすい生活環境の形成

H28 H29 H30 R1 R2

43

　日常生活や事業
活動に伴う騒音・
振動・悪臭防止の
推進

事業活動に伴う騒音・振
動・悪臭に対する指導及
びホームページ等を活用
した啓発活動を行う。

苦情対応件数を40件
に減らす。

◎ ◎ ◎ ◎ ◎

市ホームページやチラシ等によ
り、騒音・振動・悪臭等の防止啓
発に務めた。また、５２件の苦情
に対応した。

概ね達成している

苦情の中には、法令や条例の
規制対象外の事案が多く、行
政として対応が難しい状況が
ある。

今後も継続して、指導及び啓
発を行い苦情を減らしていく。

継続 環境課

44
　調査監視体制の
充実

　公害関係調査の分析を
行い、迅速に事後対策を
進める。

継続して大気環境・河
川水質・沿道環境の各
調査の分析し、状況を
把握する。

〇 〇 ◎ ◎ ◎
河川水質・悪臭・沿道環境の各
調査を実施し、その結果の分析
を行った。

概ね達成している

公害関係調査を実施し、現状
把握は行えるが、この情報役
立てるため、どのように改善を
行えばよりよくなるか検討して
いく必要がある。

各調査結果を基にして市として
効果的で可能な対策を行って
いくとともに関係機関とも連携
し対応していく。

継続 環境課

45
　騒音・振動対策
のための路面の
適正管理

　騒音・振動対策として路
面の適正管理を行う。

計画的な舗装修繕計
画により、ひび割れ率
35％占有率を0にす
る。

〇 〇 〇 〇 〇

路面性状調査を行い路面の状況
を把握するとともに、騒音・振動
対策のための舗装修繕を行っ
た。

達成していない
すべての騒音・振動対策を実
施することは財政的に困難で
ある。

路面性状調査や道路パトロー
ル等により、路面の損傷が著
しい箇所から優先的に舗装修
繕を実施していく。

継続 道路安全課

46
　大気汚染対策の
推進

　野焼きなどの大気汚染
防止に向けた指導を行
い、ホームページ等を活
用した啓発活動を行う。

苦情対応件数を3件減
らす。

◎ ◎ ◎ ◎ ◎

市ホームページや広報、農業新
聞等により、小型焼却炉や野焼
きに関して啓発情報を掲載した。
また、９件の野焼きの苦情に対応
した。

概ね達成している

住宅が増加しており、野焼きに
よる苦情が増加傾向にある
が、場所が特定されていない
ケースがあり、対応に苦慮して
いる。

今後もホームぺージ、広報、農
業新聞等に注意喚起していくと
ともに現場での口頭指導によ
る啓発を実施していく。

継続 環境課

47

　自動車利用の抑
制や環境にやさし
い運転などの普
及･啓発

　ホームページ等を活用
した啓発活動を行う。

ホームページ等を活用
した啓発活動等を継続
することにより、市民の
エコドライブに対する
意識向上を図る。

〇 〇 〇 〇 〇
「和光市地球温暖化対策実行計
画（区域施策編）【改訂版】」概要
版により広く周知を行った。

概ね達成している
エコドライブを普及させるため
には、効果的な啓発方法を検
討する必要がある。

エコドライブを始めとして、車利
用についての環境配慮事項を
まとめて市民に周知していく。

継続 環境課

48
　浄化槽管理者に
対する適正な維持
管理の指導と啓発

　浄化槽管理者に対し、
徹底した指導及び啓発活
動を行う。

浄化槽法定検査受検
率を19.4％にする。

◎ ◎ ◎ ◎ ◎

法定検査未受検の浄化槽所有者
３０１件に対して個別に市長名の
文書により啓発指導の文書を送
付した。
そのほか、広報に特集記事を掲
載した。受験率が令和元年度２
４．４％から、令和２年度２４．６％
に増加した。個別訪問について
は、コロナの影響により中止とし
た。

達成している

維持管理（清掃・保守点検・法
定検査）について、各管理者が
行う必要性と意義を理解しても
らう必要がある。

浄化槽利用者に自覚を持って
適正な管理をしてもらうよう広
報や個別に手紙を送付し説明
と啓発を実施していく。また、
必要に応じて県と連携してい
く。

継続 環境課（県）

49
　未整備地区への
公共下水道の整
備

　事業計画区域内の公共
下水道の整備と接続促進
を図る。

・事業計画区域内の公
共下水道の整備率
100％。
・整備区域拡大に伴う
大型施設の接続推

◎ ◎ ◎ ◎ ◎

公共下水道の整備を関係機関と
連携して取り組んだ結果、令和2
年度に51.7ｍを整備し、97.11％
の整備率となった。

概ね達成している 未接続家屋に対する普及啓発
引き続き、和光市駅北口土地
区画整理事業の汚水整備に取
り組む。

継続 下水道課

50
　河川水質調査体
制の整備と周辺自
治体との連携

　水質調査の分析や事後
対策及び白子川流域協
議会等を通じた周辺自治
体と合同の水質調査を実
施する。

河川水質調査の分析
や迅速な事後対策の
実施及び白子川流域
協議会等を通じた周辺
自治体と合同の水質
調査を継続して行う。

◎ ◎ ◎ ◎ ◎

白子川流域協議会（板橋区、練
馬区、和光市）において、年２回
の合同水質調査を実施。視察や
研修、担当者会は、コロナの影響
を受け中止となった。

達成している
３区市で構成する白子川流域
協議会では定例的な活動以外
の大きな事業はできない。

河川水質検査結果を年度ごと
にホームページで公表し、安全
性を市民が確認できるように
する。２区とは引続き連携を図
り、情報共有を行っていく。

継続 環境課（県）

51
　市民の節水意識
の向上

　節水意識を高めるた
め、啓発活動を実施す
る。

限りある貴重な資源で
ある「水」を大切に使わ
れるように水道週間、
広報わこう、パンフレッ
トなどでPRしていく。

〇 〇 〇 〇 △

コロナ過において、南浄水場施
設見学が中止となり、HP、懸垂
幕の掲示による周知活動となっ
た。

概ね達成している

コロナウイルスの蔓延により、
南浄水場施設見学会が実施で
きないため、別のPR方法を検
討する。

コロナウイルスの終息により、
南浄水場施設見学を実施し、
引き続き「水」の大切さについ
て、周知媒体等を活用しPRす
る。

継続 水道施設課

52
　雨水の利用や地
下浸透の促進

　雨水利用や地下浸透の
促進に関する啓発活動を
実施する。

雨水貯留槽・雨水浸透
施設の利用者を増加さ
せる。

〇 〇 ◎ ◎ ◎

雨水貯留槽の設置3件に対し補
助金を交付した。
また、広報に記事を掲載し啓発を
行った。

概ね達成している

和光市の地域特性として、家
庭において雨水を溜めても利
用する場所がないケースが多
いことが課題である。

制度の周知を強化し、申請を
促していく。
雨水浸透施設については、市
の特徴的な湧水保全のために
も有効なので、積極的に周知
したい。

継続 環境課

53
　ダイオキシン類
調査の実施

　定期的なダイオキシン
類調査を実施し、ホーム
ページ等公表する。

定期的なダイオキシン
類調査を継続し、ホー
ムページ等公表する。

× × × × ×
昨今の環境情勢や調査結果かの
数値（基準値以下）から調査は実
施していない。

途中で事業を取りやめた

埼玉県がダイオキシン類の調
査を新座で行っており、現状市
として独自に調査を行う意義が
薄い。

今後は、施策の内容も含めて
見直ししたい。

終了 環境課

54
　化学物質に関す
る情報の収集・提
供

　ホームページ等を活用
した啓発活動を行う。

県等が発信する情報
をホームページ等で発
信する。

△ △ △ △ △
埼玉県が主催する研修に参加し
情報収集を行った。

概ね達成している

化学物質の処理の方法や取
扱について、周知していく必要
があるが、専門性のある化学
物質に関する知見が不足して
おり、県のデータを参考として
いる。

新たな情報や特に危険な物質
の情報が出た場合、すみやか
に周知を行っていく。

終了 環境課

55

　蛍光灯や殺虫剤
などの有害廃棄物
の適正処理の啓
発

　ホームページ等を活用
した啓発活動を行う。

ホームページや広報
紙、ごみ分別パンフ
レットにより有害ごみ
の処理について啓発を
行っていく。

〇 〇 〇 〇 〇
ホームページや広報誌、ごみ分
別パンフレットにより有害ごみの
処理について啓発を行った。

概ね達成している
粗大ごみや不燃ごみの中に有
害廃棄物を混入して排出され
る。

市民に対し、市の広報、ホーム
ページ等により注意喚起を行う
必要がある。

継続 環境課

担当課 市民会議会員からの意見等
番
号

基本計画・施策 実行計画内容 令和2年度の目標 令和2年度の取組内容
令和2年度までの

目標に対する達成度
課題・問題点 今後の方向性 施策の継続

取組状況

過去の取組状況
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56
　放射性物質によ
る環境汚染対策

　市内の空間放射線量を
測定し、ホームページ等
公表する。

市内の空間放射線量
について適切な把握・
公表を行う。

◎ ◎ ◎ ◎ ◎
各施設所管課において、年４回
（３ヶ月に１回）測定を行い、環境
課がその取りまとめを行った。

達成している

市内公共施設における空間放
射線量は、基準値以下で推移
している。今後現状に合わせ
て測定体制を見直す必要があ
る。

測定体制の見直しを行い、継
続する。

継続 環境課

57

　自転車駐車場の
整備をはじめとし
た自転車利用の
促進

　自転車駐車場整備の検
討と利便性確保のための
維持管理を行う。

駅南口自転車駐車場
と(仮称)北口立体自転
車駐車場を有効活用
し、定期利用待機者を
0にする。

◎ ◎ △ △ △

駅南口自転車駐車場の待機者の
殆どがチャイルドシート付自転車
等の大型自転車なので、上下段
ラックを一部撤去し、大型自転車
を駐輪できる平置き箇所を増やし
た。

達成していない
予算が限られているので、待
機者を0にするまで平置き箇所
を増やす事ができない。

外環上部、北口立体自転車駐
車場、駅南口自転車駐車場を
一括で管理することによって、
空き状況をみて利用者に駐車
場を提案する。

終了 道路安全課

※取組状況 ： ◎よく取り組めた　　〇まずまず取り組めた　　△あまり取り組めなかった　　×全く取り組めなかった

9



望ましい姿３　環境を育てる心がつながるまち

　　方針１（重点方針）　パートナーシップの仕組みづくり

H28 H29 H30 R1 R2

　環境教育・環境
学習の推進

　子ども向けの環境講座
や環境スクールを開催す
る。

講座・イベントなどの参
加者を300名にする。
（大人を含む）

◎ ◎ ◎ ◎ △

市民協働事業の夏休みジャブ
ジャブ大会等は、新型コロナウイ
ルス感染拡大防止のため実施し
なかった。
また、小学校４年生を対象に「和
光市省エネルギーチェックブック
（簡易版）」を配布して省エネル
ギーや地球温暖化対策に係る意
識啓発を行った。

概ね達成している
学校教育・社会教育と連携して
環境学習をいっそう充実させて
いく。

事業が好評であるため、今後
も引き続き実施していく。

継続 環境課

　環境教育・環境
学習の推進

　子ども向けの環境講座
や環境スクールを開催す
る。

理科や総合的な学習
の時間における学習を
行うとともに、市内小・
中学校で夏休み等を
利用した環境講座を実
施する。

〇 〇 〇 〇 〇

夏休みが例年よりも短くなったた
め、環境講座の実施はできな
かったが、理科や社会、総合的な
学習の時間において、環境に関
わる内容を年間計画に位置付け
学習を実施した。

概ね達成している

長期休業日の単発的な講座を
実施するよりも、日常の授業に
おいて環境問題をより身近な
問題と捉えられるように、実践
的な態度や資質、能力の育成
を図っていく必要がある。

理科や社会、総合的な学習の
時間における環境教育に関わ
る内容を充実していく。

継続 学校教育課

　環境教育・環境
学習の推進

　子ども向けの環境講座
や環境スクールを開催す
る。

里山体験教室を継続し
て実施する。

◎ ◎ 〇 〇 〇

わこう市政学習おとどけ講座の
中に子どもを対象としたメニュー
を提供している。
〇環境科学の基礎知識
〇地球温暖化現象の科学
〇和光の身近な自然のガイダン
ス
〇和光の身近な自然を知り、守
り、活かす活動の紹介
〇和光市自然環境マップで市内
めぐり
〇和光の湧き水散歩
〇緑のボランティア体験

里山体験教室はH28年度をもっ
て廃止している。

概ね達成している

わこう市政学習おとどけ講座
は受講者側のニーズを受けて
開催するため、啓発的な取り
組みとしては弱い。

子ども大学わこう等の主催事
業に環境をテーマとした講座を
取り入れていく。

継続 生涯学習課

59
　事業者への環境
マネジメントシステ
ムの普及・啓発

　事業者への環境マネジ
メントシステムの普及・啓
発を行う。

環境マネジメントシス
テム取得事業者を増
やす。

〇 〇 〇 〇 △
HPに国や県の事業者向け温暖
化対策補助金等の紹介を掲載し
た。

概ね達成している

市では普及状況の確認が難し
く、普及啓発の効果が見えづら
い。また、導入後に一過性の
取り組みにならず継続している
かということも把握が難しい。

環境マネジメントシステムの普
及・啓発を推進していく。

継続 環境課

60

　市内の研究機関
や事業者と連携し
た環境活動・啓発
の推進

　市内の研究機関や事業
者と連携し、環境啓発活
動を行う。

連携先の事業者を増
やす。

◎ ◎ 〇 〇 ×
新型コロナウイスル感染症の影
響により、事業者と連携した講座
等は実施しなかった。

概ね達成している
連携する事業者が固定化する
傾向にある。

今後も、事業者と連携して啓発
活動を推進していく。

継続 環境課

61

　市役所での環境
マネジメントシステ
ムによる継続的改
善

　市役所における環境マ
ネジメントシステムによ
り、継続的な改善を進め
る。

平成28年度より、前年
度のエコオフィス活動
に対する監査を実施す
る予定である。
実施対象課は、一年
度ごとに3～4課所を想
定しており、平成32年
度までにすべての課所
の監査を一巡すること
を目標とする。

〇 〇 〇 〇 〇

エコオフィス推進委員会を４回開
催し、若手職員への地球温暖化
防止対策への意識付けや各所属
部署への啓発を実施した。また外
部監査委員により３課の現地監
査を実施した。

概ね達成している

外部監査を実施したことにより
紙等資源の再利用や使用量
の削減、電気等エネルギーの
使用の抑制等、職員の省エネ
ルギー化に対し意識づけがで
きたと考えているが、更なる改
善をするためには職員の意識
だけの問題ではなく、設備の
更新等ハードの見直しをするこ
とが不可欠と考える。

外部監査は一定の役目を果た
したと考え、ただし職員に根付
いた省エネに関する意識を薄
れさせないため内部監査として
引き続き実施すすべきと考え
る。そのため今後は内部監査
を環境担当部署が実施し全体
を把握することが望ましいと考
える。

継続 総務人権課

　環境に関する職
員研修の実施

　職員ボランティアの実施
（職員互助会主催）と環境
関連の職員研修等につ
いて検討する。

職員ボランティアの実
施（職員互助会主催）
の継続と環境関連の
職員研修等の実施を
する。

〇 ◎ ◎ ◎ ◎

職員課主催のボランティアによる
清掃活動を実施し、環境課職員
を含め、４７名が参加した。
また、新人職員研修で和光市の
環境について講義を行った。

概ね達成している
環境関連の研修について、環
境課からの発案も検討する必
要がある。

今後も職員ボランティアによる
清掃活動を継続していく。ま
た、環境関連の職員研修等を
引き続き実施する。

継続 環境課

　環境に関する職
員研修の実施

　職員ボランティアの実施
（職員互助会主催）と環境
関連の職員研修等につ
いて検討する。

ごみ拾いボランティア
の参加者を50人以上
にする。

〇 ◎ ◎ ◎ ◎
ごみ拾いボランティアを実施
職員47名が参加

達成していない
参加者を増加させること及び
活動中の事故防止が課題。

引き続きボランティア活動を通
じて職員の環境保全の取組を
進める。

継続 職員課

※取組状況 ： ◎よく取り組めた　　〇まずまず取り組めた　　△あまり取り組めなかった　　×全く取り組めなかった

58

62

番
号

基本計画・施策 実行計画内容 令和2年度の目標 令和2年度の取組内容
令和2年度までの

目標に対する達成度
課題・問題点 今後の方向性 施策の継続 担当課 市民会議会員からの意見等

取組状況

過去の取組状況
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望ましい姿３　環境を育てる心がつながるまち

　　方針２　環境活動の支援・推進

H28 H29 H30 R1 R2

　市民参加・市民
協働によるまちづ
くりの推進

　協働事業提案制度や市
民協働による環境関連事
業を推進する。

協働事業提案制度や
市民協働による環境
関連事業の拡充を図
る。

◎ ◎ ◎ ◎ △
市民団体と共催で和光樹林公園
の植生調査勉強会を開催した。

概ね達成している
環境団体との連携をより強化
していくことが求められる。

今後もこの取組を継続するとと
もに、協働の担い手があれ
ば、さらに広げていく。

継続 環境課

　市民参加・市民
協働によるまちづ
くりの推進

　協働事業提案制度や市
民協働による環境関連事
業を推進する。

市民協働事業従事者
数1,000人を目指す

◎ ◎ ◎ 〇 ◎

公園サポーター活動支援事業に
より、登録している5団体に対し支
援を行った。
市民協働型管理によりふれあい
の森等の維持管理を行った。
また、新たに大坂ふれあいの森
でも協働型管理を導入した。

達成している

コロナウイルス感染症拡大の
影響により、活動回数を減らし
たため、従事者数が少なくなっ
た。
新たな公園や既存の公園につ
いて、維持管理や利活用につ
いて市民との協働による検討
を行う必要がある。

公園サポーター制度やふれあ
いの森の市民協働型管理を周
知し、維持管理従事者数を増
加させる。

継続 公園みどり課

　市民参加・市民
協働によるまちづ
くりの推進

　協働事業提案制度や市
民協働による環境関連事
業を推進する。

現在行われている、環
境関連の協働事業（市
民ふれあいの森等の
維持管理業務）につい
て、全ての事業を協働
事業により継続させる
ための支援を行う。
（継続率100％）

◎ ◎ ◎ ◎ ◎
現在行われている環境関連事業
について、協働事業として継続で
きた。

達成している 引き続き支援を行っていく。
既存及び新規の環境関連の
協働事業について、継続に向
けた支援を引き続き行う。

継続
市民活動推進

課

　市民参加・市民
協働によるまちづ
くりの推進

　協働事業提案制度や市
民協働による環境関連事
業を推進する。

次期環境基本計画の
策定に際し、適切な市
民参加が行われるよう
その手法や内容に対
し、市民参加推進会議
による助言や提言を行
う。

〇 ◎ ◎ ◎ ◎

和光市環境審議会が4回、和光
市環境づくり市民会議が9回開催
されており、市民参加による環境
基本計画の推進、進行管理が行
われた。

達成している

これまでの市民参加推進の取
り組みにより、環境分野におけ
る市民参加の手続きの徹底は
定着し、課題は解消した。

今後も全庁的に市民参加の推
進は継続するが環境分野に特
化した取り組みとしては終了と
する。

終了 政策課

　地域やボランティ
ア団体と連携した
環境活動の推進

　市民活動団体等が行
う、環境に関する活動を
支援する。また、美化サ
ポーター団体への活動支
援と団体登録の促進を図
る。

美化サポーター登録団
体を13団体にする。

◎ ◎ ◎ 〇 〇
美化サポーター8団体への環境
活動支援を行った。

達成していない

美化サポーター制度について
は、主な対象活動領域の一つ
であった公園が公園サポー
ターに移行したことから、制度
の見直しが必要である。

制度の対象となる施設の所管
課が団体に対して支援を行え
るよう制度の見直しを行ってい
く。

継続 環境課

　地域やボランティ
ア団体と連携した
環境活動の推進

　市民活動団体等が行
う、環境に関する活動を
支援する。また、美化サ
ポーター団体への活動支
援と団体登録の促進を図
る。

市民協働推進センター
が配信するメルマガを
年24回配信する。ま
た、センターが発行す
る情報紙を年6回発行
し、環境関連団体の活
動支援を行う。

◎ ◎ ◎ ◎ ◎

平成29年より市民協働推進セン
ターからメルマガ配信を定期配信
から不定期配信に変更し、より効
果を高めるためにＳＮＳによる発
信を開始した。引き続き、ＳＮＳに
より環境関連団体の活動をＰＲ
し、活動の支援を行った。

概ね達成している 新規閲覧者を増やすこと。
ＳＮＳを利用して、引き続きより
効果的な情報発信を行ってい
く。

継続
市民活動推進

課

　地域やボランティ
ア団体と連携した
環境活動の推進

　市民活動団体等が行
う、環境に関する活動を
支援する。また、美化サ
ポーター団体への活動支
援と団体登録の促進を図
る。

市民活動団体等が行
う、環境に関する活動
を支援する。

〇 〇 × × ×

近年継続して補助金の支給実績
がなく、リサイクルの推進につい
ては市民の間に浸透してきてい
たことから、令和２年度に環境に
やさしいまちづくり市民団体補助
金交付要綱を廃止した。

途中で事業を取りやめた 事業終了 事業終了 終了 環境課

　湧水や緑などの
自然環境に関する
広報と市民活動へ
の支援

　自然環境マップを更新
し、広く配布し、啓発を促
す。

環境マップを利用して
市民が気軽に市内の
湧水・緑地などを散策
できるようにする。

◎ ◎ ◎ ◎ 〇
環境団体との協働事業で、環境
マップの改定を行った。

達成している
和光市自然環境マップは市民
への啓発手段として非常に有
効と思われる。

湧水・緑地への理解を深めて
いただくツールとして使用する
ため今後もイベント等を通じて
配布する。

継続 環境課

　湧水や緑などの
自然環境に関する
広報と市民活動へ
の支援

　自然環境マップを更新
し、広く配布し、啓発を促
す。

環境マップを利用して
市民が気軽に市内の
湧水・緑地などを散策
できるようにする。

◎ ◎ ◎ ◎ ◎
自然環境マップを更新し、ホーム
ページへの掲載や公共施設等へ
の設置で周知した。

達成している 定期的な更新が必要である。
引き続き広く配布し、啓発を続
ける。

継続 公園みどり課

※取組状況 ： ◎よく取り組めた　　〇まずまず取り組めた　　△あまり取り組めなかった　　×全く取り組めなかった

今後の方向性 施策の継続 担当課 市民会議会員からの意見等
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65
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基本計画・施策 実行計画内容 令和2年度の目標 令和2年度の取組内容
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取組状況
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望ましい姿３　環境を育てる心がつながるまち

　　方針３　環境活動に関する情報・人材・活動拠点の確保

H28 H29 H30 R1 R2

66
　環境に関する広
報広聴活動の充
実

　ホームページ等を活用
し、環境に関するＰＲ活動
を行う。

環境に関するホーム
ページ閲覧者数を増
やす。

◎ ◎ ◎ ◎ ◎

和光市の自然環境をPRするため
のツールとして和光市自然環境
マップを配布したり、貴重な生物
等に関する情報をホームページ
に掲載している。
また、事業者向けにホームページ
で情報提供を行っている。

概ね達成している

環境情報をホームページから
得て問合せする人が増加して
いると思われる。今後、SNSの
活用等インターネットを介した
情報発信の方法について考え
ていく必要が高まっている。

今後も市民等に分かりやすい
情報を提示するため、ホーム
ページの構成の工夫、最新情
報への更新に努める。

継続 環境課

67
　環境活動を行う
ボランティアや
NPOの育成と支援

　市民協働による環境活
動を支援する。

市民協働による環境
活動支援の拡充を図
る。

◎ ◎ ◎ ◎ ◎
河川や公共施設での市民協働に
よる環境活動を支援した。

概ね達成している
活動の内容が固定化してい
る。

今後も市民協働による環境活
動の支援を継続していく。

継続 環境課

　環境学習・環境
活動のための拠
点づくり

　環境づくり市民会議等
を通じた市と環境団体と
の連携を図る。

市と環境団体との連携
のさらなる拡充を図
る。

〇 〇 ◎ 〇 〇
会議を通じて、環境づくり市民会
議をはじめ、各環境団体との連
携を図った。

概ね達成している
各団体の連携の広がりを考え
る必要がある。

今後も各環境団体との連携を
継続していく。

継続 環境課

　環境学習・環境
活動のための拠
点づくり

　環境づくり市民会議等
を通じた市と環境団体と
の連携を図る。

おとどけ講座の職員講
師編・市民講師編とし
て、環境問題に関する
メニューを提供し、環
境学習へのニーズに
応える。

◎ ◎ 〇 〇 ◎

わこう市政学習おとどけ講座の
中に環境問題をテーマとしたメ
ニューを提供した。また、和光市
民大学において「ごみ減量とリサ
イクル」を開催し、18名が受講し
た。
【職員講師編】
〇地球温暖化対策
〇ポイ捨て・路上喫煙の防止
〇緑化の推進
〇ごみ減量とリサイクル
【市民講師編】
〇環境科学の基礎知識
〇地球温暖化現象の科学
〇和光の身近な自然のガイダン
ス
〇和光の身近な自然を知り、守
り、活かす活動の紹介
〇和光市自然環境マップで市内
めぐり
〇和光の湧き水散歩
〇緑のボランティア体験

達成している

わこう市政学習おとどけ講座
は受講者側のニーズを受けて
開催するため、啓発的な取り
組みとしては弱い。

今後も環境課と連携しながら、
環境をテーマとした講座等を開
催していく。

継続 生涯学習課

　環境活動に関す
る催し物・講演会・
交流事業の開催

　埼玉県地球温暖化対策
西部地域協議会連絡会
等と連携した催し物や交
流事業を開催する。

埼玉県地球温暖化対
策西部地域協議会連
絡会等と連携し、緑化
まつりなどでの催し物
や交流事業を継続して
実施する。

◎ ◎ ◎ ◎ △

市民団体と植生調査勉強会を共
催で実施したが、埼玉県地球温
暖化対策西部地域協議会とは新
型コロナウイルス感染症の影響
により、催し物等を実施しなかっ
た。

概ね達成している
埼玉県地球温暖化対策西部
地域協議会連絡会と連携を維
持する。

引き続き埼玉県地球温暖化対
策西部地域協議会連絡会と行
政との連携を図っていく。

継続 環境課

　環境活動に関す
る催し物・講演会・
交流事業の開催

　埼玉県地球温暖化対策
西部地域協議会連絡会
等と連携した催し物や交
流事業を開催する。

生涯学習事業を企画
する際に、環境もひと
つのテーマとして視野
に入れながら企画して
いく。

◎ ◎ ◎ 〇 ◎

緑豊かな街づくりと情操教育を推
進する目的で、和光市菊花会と
共催で「菊の育て方講習会」を開
催し12名が参加した。

達成している

埼玉県地球温暖化対策西部
地域協議会連絡会等の環境
団体や関係課との連携が必
要。

今後も環境課や環境団体と積
極的に連携を図り、主催事業
に環境に関する講座を開催す
る。

継続 生涯学習課

※取組状況 ： ◎よく取り組めた　　〇まずまず取り組めた　　△あまり取り組めなかった　　×全く取り組めなかった
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番
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基本計画・施策 実行計画内容 令和2年度の目標 令和2年度の取組内容
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【一施策に集約できない意見等】
〈番号2，5，7，8及び関連項目への意見〉

〈番号9，11，18（駅北口土地区画整理事務所所管分），25，27，29，37，39，45，54，57及び62（職員課所管分）への意見〉

〈番号14等への意見〉

〈望ましい姿２　方針１への意見〉

〈全体への意見〉

〈その他の意見〉

公有地化等の財源確保は、多様な手段を創出する必要があり、課題・問題点、今後の方向性で述べられている内容では、全く不十分。国や県からの予算確保、地権者の理解増進と相続問題のサポートなど、財源および法的対応の研究が不可欠。土地が売却される際の購入価格や長期での支払
い方法の設定などの施策の研究・実施が不可欠。

今回の評価は令和２年度が第2次環境基本計画実行計画【改定版】の最終年度に当たるため貴方にて取り纏めに際し工夫戴き、実行計画毎に令和２年度単独の評価に加えて、計画期間５年間の総合的な達成度も併せて評価されています。つきましては、各年度、特に令和２年度の取組状況の評
価、令和２年度までの目標に対する達成度および施策の継続性の３項目間で評価等の整合性に釈然としない施策がありますので、追加の説明をお願いします。

教育委員会（生涯学習課）として、文化財の保護とともに、地域の自然環境、自然史など、総合的な維持、利用が大切。

温暖化防止のみならず、温暖化に伴う災害に対する施策を盛り込む必要がある。都市水害の低減に寄与する緑地化や裸地の削減、災害時の湧水・井戸水の利用の促進なども含む。

今回、資料1－2，および1－3に、「実施状況調査について」および「実施状況調査に関わる総合意見」がまとめられており、実施状況の評価もほぼ記述されていると思います。
総合意見に「令和2年度が計画期間の最終年度であることから、その総括として示します。」とありますが、この期間中に、和光市内で失われた重要な緑地（白子地区のグリーンベルトの重要部分や、地中央漆台洗い場下部の緑地、西本村や越戸川、宮ノ台ふれあいの森など）を思うと、和光市の自
然環境の危機を感じざるを得ません。実行計画の個々の項目では反映されない、「環境の都市化」の問題をどうこれから是正していくかが重要と考えます。
望ましい姿1の方針1に、複数箇所触れられていますが、自然環境維持（緑地保全）において、環境上重要な私有緑地の公有地化あるいはそれに準ずる持続可能な緑地維持が極めて重要であり、そのための財源確保（トラスト制度や、環境に関わる国税や県税の利用）、他自治体との連携、地権者
の理解増進、相続税対策（物納を可能にする、税の軽減など）を総合的に推進する必要があります。総合性の重視から、細分化された「実行計画実施」ではなく、特化した位置づけが必要と考えます。

第2次和光市環境基本計画実行計画に対する評価について、その実施機関である市の環境に対する真摯な取り組みが評価されていると思います。しかしながら、和光市の環境の変化は、他市に比べると急激であり、とてもこの環境基本計画実行計画では変化にたいし、対応が難しいのではないか
と思います。
第2次環境基本計画の実施中にも、和光の特徴の湧水緑地について、数か所の特徴的な自然湧水環境が失われ、二度と戻すことが出来ません。第2次環境基本計画の施策が実行され、その取り組みが評価されているにもかかわらず、実情では環境が良い方向で保たれているとは考えにくいと思
います。このような実情を踏まえて、第3次環境基本計画実施計画に反映させ、真に和光の環境の特徴を活用し、守り、伝え、残していくことが出来るように施策を盛り込むことが重要であると思います。

午王山緑地の利用の促進。これまで立ち入りが制限されているが、急斜面を迂回するような歩道（現在もある）などが利用でき、市民が利用できるようにする必要あり。

外環上部丸山台広場については、市民に状況を伝え、利用しやすくする。ほとんど市民に状況が伝わっていない。市の一等地ともいえる場所であるから、「セントラルパーク化」などの立案を望む。
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